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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

売上高 (千円) ― ― 9,455,68310,562,5277,968,863

経常利益又は経常損失(△) (千円) ― ― △765,921627,397△ 1,226,602

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) ― ― △1,458,857595,120△ 1,220,993

純資産額 (千円) ― ― 1,662,9962,742,0561,992,252

総資産額 (千円) ― ― 4,508,3874,154,5684,217,140

１株当たり純資産額 (円) ― ― 35,356.6149,339.8528,457.85

１株当たり当期純利益金額又は
　１株当たり当期純損失金額
(△)

(円) ― ― △31,016.1112,187.25△ 20,044.50

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 35.8 65.7 45.3

自己資本利益率 (％) ― ― △62.2 27.4 △ 52.6

株価収益率 (倍) ― ― ― 5.5 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △1,732,016116,182△ 687,722

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 82,392296,716△ 253,003

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― 1,562,454△ 597,6001,239,715

現金及び現金同等物
の期末残高

(千円) ― ― 1,317,9921,133,2911,432,281

従業員数
[外、平均臨時
雇用者数]

(名)
―
[―]

―
[―]

31
[14]

37
　[14]

44
[９]

(注) １　当社は第11期より連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第11期及び第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額及び株価収益率については、当期純損失が計上

されているため記載しておりません。

４  第12期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。　　　　　
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

売上高 (千円) 12,481,17712,822,3249,417,84810,453,7527,839,525

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △1,557,989143,582△736,760643,718△ 1,183,045

当期純利益又は
当期純損失(△)

(千円) △1,606,690121,005△1,434,344635,941△ 1,285,908

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 654,458654,458654,458903,3751,184,717

発行済株式総数 (株) 47,086.8847,086.8847,086.8855,386.8867,226.88

純資産額 (千円) 2,988,5303,025,3651,639,4782,795,5511,980,955

総資産額 (千円) 4,941,6474,562,9074,479,1604,202,3874,171,255

１株当たり純資産額 (円) 63,537.1864,320.3234,856.6150,520.5528,464.08

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)
(円)

―
(―)

1,200
(―)

―
(―)

2,000
(―)

―
(―)

１株当たり当期純利益金額
又は1株当たり当期純損失
金額(△)

(円) △34,158.462,572.62△30,494.9513,023.21△ 21,110.19

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

(円) ― 2,567.14 ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.48 66.30 36.6 66.5 45.8

自己資本利益率 (％) △41.81 4.02 △61.5 28.7 △54.6

株価収益率 (倍) ― 53.64 ― 5.1 ―

配当性向 (％) ― 46.65 ― 15.4 ―

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △800,644554,126 ― ― ―

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 51,349 93,569 ― ― ―

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 552,077△601,010 ― ― ―

現金及び現金同等物の
期末残高

(千円) 1,322,4851,366,803 ― ― ―

従業員数
[外、平均臨時
雇用者数]

(名)
29
[23]

25
[22]

27
[14]

30
[13]

34
[７]

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　当社は第10期までは関連会社がないため、また第11期より連結財務諸表を作成しているため持分法を適用した

場合の投資利益は記載しておりません。

３　第10期の１株当たり配当額には10周年記念配当500円を含んでおります。

４　第９期、第11期及び第13期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額及び株価収益率については、当期純損

失が計上されているため記載しておりません。

５　第12期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

６　第11期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッ

シュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の期末残高については記載しており

ません。
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２ 【沿革】

平成７年７月 通信販売業「TVショッピング」における電子小売業を目的として株式会社プライムを設立

平成７年９月 番組型ホームショッピングの制作開始

平成７年12月 CS(通信衛星)放送局にて放送開始

平成８年８月 株式会社ツーウェイシステムへ電話受注業務を委託

平成８年10月 本社を名古屋市東区葵一丁目7番1号に移転

平成９年６月 当社のオリジナル商品「万能定規ピッチマン」の販売開始

日本型インフォマーシャルの制作開始

平成10年５月 当社のオリジナル商品「マイティープロ」の販売開始

平成10年７月 ホールセール事業部を新設

平成10年８月 海外ロケにて米国型インフォマーシャル「ハイドロワックス」制作

平成10年12月 当社のオリジナル商品「ストレッチングボード」の販売開始

平成11年３月 当社のオリジナル商品「スチームクリーナー」の販売開始

平成11年６月 e-Business推進プロジェクトの発足

平成11年11月 当社のオリジナル商品「うれっこ」の販売開始

平成11年12月 本社を名古屋市東区代官町35番16号に移転

平成12年１月 第10回ニュービジネス大賞「優秀賞」受賞

平成12年２月 第49回東京インターナショナルギフトショー春2000に出展

スチームクリーナーが「輸入品人気コンテスト準大賞」受賞

平成12年12月 ジャスダック市場に上場

平成13年10月 ミリオンセラー商品「アブトロニック」の販売開始

平成14年６月 東京都千代田区に東京事務所を開設

平成15年４月 「プライムショッピング」ブランドメイクプロジェクトをスタート

平成15年９月 「プライム物流センター（ＰＬＣ）」を開設

平成15年12月 名古屋本社内に「ハートタッチセンター（ＨＴＣ）」を開設

平成16年８月 ２４時間ショッピングチャンネルを、「スカイパーフェクＴＶ！１１０」で放送開始

平成16年９月 NTTドコモi-mode公式サイトをオープンし、携帯モバイル事業へ本格参入

ＴＶショッピング業界として初めてプライバシーマークを取得

平成16年10月 当社のオリジナル商品「ＮＡＲＬスリムソニック」の販売開始

平成17年11月 東京都千代田区に子会社、プライムハーバープロダクツ㈱を設立

平成18年２月 東京都中央区に子会社、㈱パルマファイナンシャルサービシーズを設立

平成18年10月 東京事務所を東京都中央区日本橋に移転

平成18年11月 当社のオリジナル商品「スレンダーシェイパー」の販売を開始

平成19年３月 株式会社ベスト電器と業務資本提携

平成19年５月 株式会社エルタナと業務資本提携

平成19年10月 本社を名古屋市中区錦一丁目5番13号に移転

平成19年12月 伊藤忠商事株式会社と資本業務提携
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３ 【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社であるプライムハーバープロダクツ㈱、㈱パルマファイナンシャル

サービシーズの３社で構成されており、物販事業及び金融事業を行っております。

当社グループの事業における位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。

　

物販事業

当部門においては、ＴＶショッピングを中心とした通信販売事業及び卸売事業を行っております。

（主な関係会社）当社及びプライムハーバープロダクツ㈱

金融事業

当部門においては、トランクルーム業者向けの賃貸収納代行・入金管理業務及び滞納保証業務、パルマ速

払いというパート・アルバイト向けの仮払いシステム及び資金立替サービスを行っております。

（主な関係会社）㈱パルマファイナンシャルサービシーズ

　

事業の流れは、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
割合(％)

関係内容

(連結子会社)

プライムハーバー
プロダクツ㈱

東京都
千代田区

30物販事業 60.0

当社で販売する栄養補助食品及
び化粧品の企画開発をしており
ます。
役員の兼任１名

㈱パルマファイナ
ンシャルサービ
シーズ

東京都
中央区

99金融事業 52.5
当社より資金の貸付がありま
す。
役員の兼任２名

(注)　１　「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年６月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

物販事業 34[７]

金融事業 10[２]

合計 44[９]

(注)  １ 従業員数は就業人員であり、契約社員及び臨時従業員数は[　]内に年間の平均人員数を外書で記載してお

   ります。

２ 金融事業における業容の拡大に伴い人員が増加しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年６月30日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

34[７] 38.0 3.6 5,420,822

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[　]内に年間の平均人員数を外書で記載しております。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景として緩やかな回復基調で始まりましたが、米国のサ

ブプライムローン問題に端を発する金融市場の混乱、原油をはじめとする原材料価格の高騰による企業収益の圧迫、物

価の上昇や株価の低迷により個人消費が停滞するなど、厳しい状況で推移しました。このような状況の中、当社は美容

・健康・フィットネスをキーワードとした商品開発を行い、そこから生まれたオリジナル商品を、ＴＶショッピングと

Ｗｅｂ・モバイル、店舗イベントなどへの連動プロモーション（インフォマーシャルプラス）で、シナジー効果を引き

出すことにより売上の最大化を図ってまいりました。しかしながら、当社の中核であるＴＶショッピング事業はヒット

商品不足による売上高減少と媒体効率の悪化から厳しい結果となりました。また、円高への進行に伴い、クーポン・ス

ワップ（包括的為替予約）契約の時価評価による評価損が20 百万円及び為替差損が36 百万円発生しております。以

上の結果、当連結会計年度の売上高は79 億68 百万円（前期比24.6％減）、営業損失は11 億69 百

万円（前期比15 億20 百万円減）、経常損失が12 億26 百万円（前期比18 億54百万円減）、当期純損失は12 億20 百

万円（前期比18 億16 百万円減）となりました。

各事業別セグメントの概況は次のとおりであります。

（物販事業）

・メディア営業事業

メディア営業事業においては、新商品の開発及び発売の遅れ、かつヒット商品に恵まれない状況であったため、売上

高は前年の実績を大幅に下回りました。一方、費用対効果では、インフォマーシャルプラスへのシナジー効果を考えた

テレビ通販の媒体枠の見直しを行いましたが、テレビ媒体費の高騰と売上高の減少によるＴＶショッピングの媒体効

率の悪化、及び昨年12 月に撤退したラジオショッピングの費用増加により、広告宣伝費の売上に対する比率は前期に

比べ12.0％増加しました。

　この結果、当部門の売上高は5,155 百万円（前期比35.4％減）となりました。

・ホールセール事業

ホールセール事業は、自社媒体は勿論のこと、他社媒体の広告効果を小売流通段階まで波及させることを前提に販売

活動を行い、特にベスト電器の店舗やチェーンストアとの取引拡大と、ＴＶショッピングの放送効果が店舗ルート・カ

タログルートの支援となるようメディア営業事業との連携を強めた結果、小売流通への売上高は1,430 百万円と前期

比29.2％伸長いたしました。

　この結果、当部門の売上高は2,684 百万円（前期比8.5％増）となりました。

   (金融事業)

主にトランクルーム事業者向けを対象とした入金管理・賃貸保証事業においては、トランクルーム市場の拡大を背

景に、契約先事業者数は22 社に広がり、賃貸保証件数は、順調に増加いたしました。パルマ速払いサービスというパー

ト・アルバイト向け給料日前希望日払いＡＳＰサービスについては、累計契約社数は24 社となり契約先の社員、アル

バイト・パートスタッフに対してサービスの提供を行っております。また、ファクタリング事業は累計で1,068 百万円

の売掛債権を取扱いました。それらを含めた金融事業の営業収益は129 百万円（前期比18.9％増）となりました。

　

(注)　上記金額には消費税等は含まれておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社プライム(E03369)

有価証券報告書

 7/76



(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により687百万円減少し、投資

活動により253百万円減少し、財務活動により1,239百万円増加したことにより、1,432百万円となりました。

　キャッシュ・フローの内訳は下記のとおりであります。　

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果、支出した資金は687百万円（前連結会計年度は116百万円の増加）となりました。

　これは主に、税金等調整前当期純損失1,219百万円、たな卸資産の増加額40百万円、売上債権の減少

額490百万円及び仕入債務の増加額152百万円によるものであります。

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果、支出した資金は253百万円（前連結会計年度は296百万円の増加）となりました。

　これは主に、有価証券の売却による収入210百万円、有形固定資産の取得による支出97百万円及び投

資有価証券の取得による支出380百万円によるものであります。

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果、増加した資金は1,239百万円（前連結会計年度は597百万円の支出）となりまし

た。

　これは主に、株式の発行による収入553百万円、新株予約権発行による収入67百万円、短期借入金の

純増761百万円、長期借入金の純減33百万円及び剰余金の配当による支出109百万円によるものであ

ります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

物販事業 3,479,964 △22.2

合計 3,479,964 △22.2

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　「金融事業」については、事業の性質上、該当事項がないため記載しておりません。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

区分 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

物販事業 7,808,257 △22.9 93,945 △25.0

合計 7,808,257 △22.9 93,945 △25.0

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　「金融事業」については、事業の性質上、該当事項がないため記載しておりません。

　

(3) 販売実績

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

区分 金額(千円) 前年同期比(％)

物販事業 7,839,525 △25.0

金融事業 129,338 +18.9

合計 7,968,863 △24.6

(注)　金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

当社の経営基盤は、収益性・成長性・安定性そして安全性の各要素から成り立っております。そのため

にはオリジナル商品開発と映像制作の加速、品質管理体制の強化、コンプライアンスの重視により、お客

様にとっての安心・安全そして満足を提供することと考えております。

　第14期の重点施策として以下の項目を実施してまいります。

　　（収益性）　エンターテイメントショッピング番組の構築とインフォマーシャルプラスの推進による

　　　　　　　　販売の拡大

　　（成長性）　付加価値性の高いオリジナル商品の創造と映像制作プログラムの確立

　　（安定性）　継続販売商品の開発と定期購入者の獲得及びホールセール事業における店舗売り場面積

　　　　　　　　の拡大

　　（安全性）　品質管理体制の強化、コンプライアンスの重視、商品の多様化やライブ放送に対応した

　　　　　　　　システムの構築

　当社は、昨年、ベスト電器及び伊藤忠商事と業務、資本提携を行い、人材交流と家電及び繊維・食品関

連商品の販売を開始しております。今後、両社と新商品・新番組の開発を積極的に推進し、伊藤忠グルー

プとの協業によりシステム開発等のインフラ整備にも努めており、生活消費関連商品分野の裾野を広げ、

新たなビジネスモデルの確立に取り組んでまいります。

 

４ 【事業等のリスク】

当社の事業に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる事項を記載

しております。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避に向け努力しております。

本項においては、将来に関する事項も含まれておりますが、有価証券報告書提出日現在において判断したもので

あります。

(1) 特有の法的規制に係るもの

当社は無店舗販売である通信販売業を営み、お客様に対して、商品の特性をわかり易く、より具体的に説明し、訴

求力を高めております。平成15年8月29日に厚生労働省が健康増進法の一部を改正する法律を施行し、また、景品表

示法も平成15年11月23日より改正されております。これらの法律は、食品全般の広告について著しく事実と相違又

は誤認させる表示をしてはならない、又は不実証広告を対象とした規制の拡大となっております。

当社は、映像並びにカタログにおいて、表現・表示等には細心の注意を払っており、法規制のもと主観的・抽象的内

容を排除し、具体的根拠としてのバックデーターを充実することとしています。そのため映像制作やカタログ制作

に要する時間は必然的に長くなり、年間の新商品リリース点数が少なくなる場合があります。

(2) 為替変動に係るもの

当社の商品開発は、国内の商社やメーカー並びに海外の業者との直接交渉から成り立っております。しかし、国内

外間の取引を問わず、商品の製造の大半は海外生産であり、そのため為替の変動リスクが常につきまとっておりま

す。特に、直接輸入している商品についてはその影響が大きいため、当社では、仕入コストの標準化・リスクの軽減

を目的としてクーポン・スワップ契約（デリバティブ取引）を交わし、時価評価しており、為替が極端な円高へ進

む場合は、業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(3) 顧客情報に係るもの

当社のビジネスにおいては、顧客情報（個人情報）の大切さ、重要性を十分理解しつつ、情報管理業務を遂行して

います。平成17年4月に個人情報保護法が完全施行されてからも、個人情報の紛失や漏洩が社会的な関心事になって

います。そのなか当社は、平成16年9月にプライバシーマーク（平成10年4月1日より（財）日本情報処理開発協会が

通商産業省（現経済産業省）の個人情報保護ガイドラインに準拠して個人情報の取り扱いを適切に行っている事

業者を認定する制度）を取得いたしました。そして、役職員・パートタイマー並びにアウトソーサー等への継続的

な教育を徹底しております。しかしながら、顧客情報（個人情報）が流失した場合、会社の信頼、評価が揺らぎかね

ないリスクを内包しております。

(4) 訴訟等の発生に係るもの

当社が取り扱う商品には知的所有権を有するものも少なくはなく、商品開発時点において精査するように心がけ

ております。特に、当社オリジナル商品（販売独占権等を有する商品）については、特許権・意匠権・商標権及び実

用新案権等の登録状況を調査又は専門家の意見を聴取することにしておりますが、販売活動中、訴訟になり得る可

能性もあり、訴訟の結果如何によっては業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5) アウトソーシングに係るもの

当社は経営資源である人材等を有効活用するため、インバウンド業務（受注）・物流業務等についてアウトソー

シングしております。多数の人員及び専門的知識、ノウハウを要する業務については、人員の確保・労務管理・人材

育成等にかかるコストを省き、かつ専門会社への委託により、質の高いサービスをお客様に提供するために外部の

経営資源を有効活用することとしております。しかし、今後においてアウトソーサーとの契約の解消又は変更を余

儀なくされた場合、受注効率の悪化及び顧客サービスの低下並びに事業コスト負担の増大等をもたらし、一時的に

当社の業績に影響を与える可能性があります。

(6) 天災地変等に係るもの

当社は放送という電波を利用したＴＶショッピングを主体事業としており、店舗となる放送は、地上波放送局、Ｂ

Ｓ・ＣＳ衛星放送局、ＣＡＴＶ局で全国展開しています。

　また、アウトソーサーとのネットワークを形成しておりますので、特定の地域において大規模な災害等が発生した

場合は、業績に影響を及ぼす可能性があります。特に、東海地区においては、名古屋市に本社機能と名古屋市郊外に

物流機能を有しており、同地域で東海地震等の大規模災害が発生した場合、経営に大きな支障が出る可能性があり

ます。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1)財政状態の分析

（流動資産）

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ155百万円減少し3,452百万円となりました。これは、主に受取手形及び売掛金

の減少によるものであります。 

（固定資産）

　固定資産は、前連結会計年度末に比べ218百万円増加し764百万円となりました。これは、主に投資有価証券の増加及

びソフトウェアの増加によるものであります。 

（流動負債）

　流動負債は、前連結会計年度末に比べ848百万円増加し2,149百万円となりました。これは、主に短期借入金の増加に

よるものであります。 

（固定負債）

　固定負債は、前連結会計年度末に比べ35百万円減少し75百万円となりました。これは、主に長期借入金の減少による

ものであります。 

（純資産の部）

　純資産は、前連結会計年度末に比べ749百万円減少し1,992百万円となりました。これは、主に利益剰余金の減少によ

るものであります。

　

(2)経営成績の分析

　

当連結会計年度は、当社は、美容・健康・フィットネスをキーワードとした商品開発を行い、そこから生まれたオリ

ジナル商品を、ＴＶショッピングとＷｅｂ・モバイル、店舗イベントなどへの連動プロモーション（インフォマーシャ

ルプラス）で、シナジー効果を引き出すことにより売上の最大化を図ってまいりました。しかしながら、当社の中核で

あるＴＶショッピング事業はヒット商品不足による売上高減少と媒体効率の悪化から厳しい結果となりました。また、

円高への進行に伴い、クーポン・スワップ（包括的為替予約）契約の時価評価による評価損が20百万円及び為替差損

が36百万円発生しております。　

　以上の結果、売上高7,968百万円、経常損失1,226百万円、当期純損失1,220百万円となりました。

　なお、部門別の分析は、第２　事業の状況　２　生産、受注及び販売の状況（2）受注実績及び（3）販売実績の

　項目をご参照ください。

(売上原価及び売上総利益)

　売上原価は、3,452百万円、売上総利益は、4,516百万円となりました。売上総利益率については56.7％となって

　おります。

(販売費及び一般管理費)

　販売費及び一般管理費は、5,685百万円となり、売上高比71.4％となっております。

(経常損失)

　経常損失は、1,226百万円となりました。

(当期純損失)

　当期純損失は、1,220百万円となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度における設備投資総額は、132百万円であり、その主なものは基幹システム（プログレ

ス）の改修費79百万円であります。　

なお、当連結会計年度において重要な影響を及ぼす設備の売却、撤去等はありません。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1)　提出会社

　

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)

建物 工具器具備品 車両運搬具 ソフトウエア 合計

本社
(名古屋市中区)

物販事業
販売、管理
業務設備

27,30652,26310,15348,070137,79434[７]

　

(2) 国内子会社

　

会社名
事業所名

事業の種
類別セグ
メントの
名称

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)(所在地)

建物 工具器具備品 ソフトウエア 合計

㈱パルマファイ
ナンシャルサー
ビシーズ

本社　　　　　　　　　　
　　　　(東京都中
央区)

金融事
業

金融管理業
務設備

1,407 4,744 17,41023,56310[２]

(注) １　従業員数欄の[　]内は臨時雇用者数であり、外書で表示しております。

２　上記の他、本社及び東京支社の建物を賃借しており、年間賃借料は52,723千円であります。

３　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

下記のとおり設備投資を計画しております。

(提出会社)

　

事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
(千円) 設備等の主な

内容・目的
資金調達方法

着手及び完了予定

総額 既支払額 着手 完了

本社
(名古屋市中区)

物販事業 基幹システム 30,000－
システム変更
新規事業立上

自己資金
平成20年
　12月

平成21年
　３月

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 184,000

計 184,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末
現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年９月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 67,226.88 67,226.88
ジャスダック証券
取引所

　　　　　　―

計 67,226.88 67,226.88― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成16年12月10日臨時株主総会決議

　
事業年度末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数(個) 162 162

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 　　162　(注) １ 　162　(注) １

新株予約権の行使時の払込金額(円) 105,060　(注) ２ 105,060　(注) ２

新株予約権の行使期間
平成18年12月12日～
平成20年12月11日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　105,060
資本組入額　 52,530

同左

新株予約権の行使の条件 (注) ３ (注) ３

新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡については、当社取締役会
の承認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―
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　 (注) １　会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により調整される。なお、かかる調整は本新株予約権のう

ち、当該時点で権利行使又は消却されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結

果0.01株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

　　調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

２　会社が時価を下回る価額での新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(本新株予約権及び平成14年４月１日

改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。)は、次の算式により調整される

(１円未満の端数切上げ)。

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×

既発行
株式数

＋

新規発行又は
処分株式数

×
１株当たり払込金
額又は譲渡金額

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

　　また、株式の分割又は併合が行われる場合、行使価額は分割又は併合の比率に応じ比例的に調整されるものと

し、調整の結果１円未満の端数は切り上げる。

３　行使条件は次のとおりであります。

　　当社の取締役あるいは従業員として新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において当社の取締役

又は従業員の地位にあることを要する。当社の取引先及び取引先の役職員として新株予約権の割当を受けた

者は、新株予約権行使時において当社と取引関係があること、あるいは当該会社の役職員の地位にあることを

要する。但し、下記において、当社の取締役会が特に認めて新株予約権者に書面にて通知したときは権利行使

できるものとする。

　 (1)　新株予約権者が当社の子会社又は関連会社に転籍した場合。

　 (2)　取締役を退任した場合。

　 (3)　行使期間到来後に従業員が退職した場合。

　

平成19年12月26日取締役会決議

事業年度末現在
(平成20年６月30日)

提出日の前月末現在
(平成20年８月31日)

新株予約権の数(個) 24,190 24,190

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 24,190　(注) １ 24,190　(注) １

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注) ２ (注) ２

新株予約権の行使期間
  平成20年１月10日～
平成27年１月９日

  平成20年１月10日～
平成27年１月９日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

(注) ３ (注) ３

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取
得については、当社取締役会に
よる承認を要する。

譲渡による本新株予約権の取
得については、当社取締役会に
よる承認を要する。

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

　(注) ４ 　(注) ４ 

(注) １　会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により調整される。なお、かかる調整は本新株予約権のう

ち、当該時点で権利行使又は消却されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結

果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後交付株式数＝調整前交付株式数×分割・併合の比率
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２　①本新株予約権の行使に際して払込をすべき当社普通株式1株当たりの金額（以下「行使価額」という。）

　は、当初49,091円とする。平成20年1月11日以降、行使価額は、本新株予約権の行使の日において、当該　

　行使日に先立つ20取引日目（以下「行使価額基準日」という。）に始まる5連続取引日の、株式会社ジャ

　スダック証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」という。）の平均値（終値の

　ない日数を除く。）の94%（円単位未満小数第2位まで算出し、その小数第2位を四捨五入する。）の金額

　に修正される。

②会社が時価を下回る価格での新株の発行又は無償割当てを行う場合は、次の算式により調整される。

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×

既発行
株式数

＋

新規発行又は
割当株式数

×
１株当たり払込金
額又は譲渡金額

１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

　　　また、株式の分割又は併合が行われる場合、行使価額は分割又は併合の比率に応じ比例的に調整されるも

　のとする。

３　本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

　　本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金の額は、会社計算規則第40条の定めるところ

に従って算出された資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果1円未満の端数を生ずる場合は、

その端数を切り上げるものとする。

４　当社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収分割

、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、または株式移転完全子会社となる株式

移転（以下「組織再編行為」と総称する。）を行う場合は、当該組織再編行為の効力発生時点において行使さ

れておらず、かつ当社により取得されていない本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併

設立会社、吸収分割承継会社、新設分割設立会社、株式交換完全親会社または株式移転設立完全親会社（以下

「再編当事会社」と総称する。）は以下の条件に基づき本新株予約権に係る新株予約権者に新たに新株予約

権を交付するものとする。ただし、本新株予約権に代わる新たな新株予約権の交付に関し、以下の条件に沿う

記載のある吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画の承

認に関する議案につき当社株主総会の承認を受けた場合に限るものとする。 

　(1) 新たに交付される新株予約権の数 

　　　新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整す

　　　る。調整後の１個未満の端数は切り捨てる。 

　(2) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類 

　　　再編当事会社の同種の株式 

　(3) 新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算定方法 

　　　組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は切り上げる。 

　(4) 新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。 

　(5) 新たに交付される新株予約権の譲渡による取得の制限 

　　　新たに交付される新株予約権の譲渡による取得について再編当事会社の承認を要さない。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成19年４月12日
(注)1

8,30055,386.88248,917903,375248,9171,131,771

平成20年１月10日
(注)2

11,84067,226.88281,3421,184,717281,3421,413,113

(注)1 有償第三者割当　割当先　㈱ベスト電器8,300株　発行価格59,980円　資本組入額29,990円

    2 有償第三者割当　割当先　伊藤忠商事㈱10,060株　㈱ベスト電器1,780株

　　　　　　　　発行価格47,524円　資本組入額23,762円
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(5) 【所有者別状況】

平成20年６月30日現在

区分

株式の状況

端株の状況
(株)政府及び

地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 3 10 31 4 2 6,4646,514 ―

所有株式数
(株)

― 56 256 21,214 151 2 45,54767,226 0.88

所有株式数
の割合(％)

― 0.08 0.38 31.56 0.23 0.00 67.75100.00 ―

　(注)1  上記「個人その他」には、自己名義株式が１人及び54株含まれています。

　    2　上記「端株の状況」には、自己名義株式が0.88株含まれています。

　    3　上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が３株含まれています。

　

(6) 【大株主の状況】

平成20年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

田　端　一　宏 愛知県名古屋市千種区 20,210 30.06

株式会社ベスト電器 福岡県福岡市博多区千代6丁目2-33 10,080 14.99

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山2丁目5-1 10,060 14.96

水　島　真　理 愛知県春日井市 1,377 2.04

矢　沢　徳　仁 東京都文京区 816 1.21

株式会社サンリオ 東京都品川区大崎１丁目６-１ 732 1.08

長谷川　清　高 愛知県西加茂郡三好町 536 0.79

山　崎　行　輝 東京都江東区 443 0.65

加　藤　和　明 東京都文京区 424 0.63

田　端　大　亮 愛知県名古屋市千種区 384 0.57

計 ― 45,062 67.03

（注）伊藤忠商事株式会社は、平成20年１月10日に当社が第三者割当増資のため発行した株式10,060株を引

      受けたことにより、主要株主となっております。

 

EDINET提出書類

株式会社プライム(E03369)

有価証券報告書

17/76



(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 54

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 67,172 67,169 ―

端株 普通株式 0.88 ― ―

発行済株式総数 67,226.88― ―

総株主の議決権 ― 67,169 ―

(注)1　「端株」欄の普通株式には、当社所有の自己株式0.88株が含まれております。

　　 2　「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が３株含まれております。なお、

        「議決権の数」には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれておりません。

　

② 【自己株式等】

平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社プライム

名古屋市中区錦一丁目５番
13号

54 ― 54 0.08

計 ― 54 ― 54 0.08

　

(8) 【ストックオプション制度の内容】

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。
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　新株予約権方式によるストックオプション制度

当該制度は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権方式により、取締役、従

業員及び取引先の役職員に対して付与することを平成16年12月10日開催の臨時株主総会において決議

されたものであります。

当該制度の内容は、次のとおりであります。

　

決議年月日 平成16年12月10日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　　４名
当社従業員　　　10名
取引先の役職員　３名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 　－

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項

　－
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　
【株式の種類等】

　

　　　 会社法第155条第７号の規定に基づく端株の買取請求による普通株式の取得

　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

       該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 2.94 101,234

当期間における取得自己株式 － －

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他(　　―　　) － － － －

保有自己株式数 54.88 － 54.88 －

(注)　「保有自己株式数」の欄には、端株の買取による自己株式が含まれております。なお、当該株式には、平成20年７月

１日からこの有価証券報告書提出日までの端株の買取りによる株式数は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、当社を取り巻く利害関係者と良好な関係を構築または維持し、社会に貢献しながら発展してい

きたいと考えております。とりわけ株主の皆様には、経営成績に応じた成果の配分を行うことを基本に、

配当性向３０％を目処としながらも、継続的な配当が行えるようなバランスを勘案し利益処分を決定して

まいります。 

　当社の剰余金の配当は中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。また、当社は「取締役会の決議により、毎年９月

30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。

　当期の配当につきましては、当連結会計年度の業績が計画を下回り大幅な損失を計上する結果となった

ため、誠に遺憾ながら、無配とさせていただくことといたしました。 

　次期の配当につきましては、業績面において利益計上を実現する計画でありますが、十分な配当原資を

確保するには至らない見込みであることから、誠に遺憾ながら、無配を予定しております。

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第９期 第10期 第11期 第12期 第13期

決算年月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 平成20年６月

最高(円) 264,000 164,000 170,000 88,300 68,200

最低(円) 92,100 98,900 37,850 34,100 28,000

(注)　最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジャス

ダック証券取引所におけるものであります。なお、日本証券業協会は平成16年12月13日付でジャスダック証券取

引所に移行しております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 52,800 42,300 32,750 34,000 36,350 36,900

最低(円) 37,000 28,000 28,000 29,800 33,000 30,000

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(株)

代表取締役
社長

田　端　一　宏 昭和30年12月12日生

平成６年５月 日本ダイレクトマーケティング株式

会社設立　代表取締役

(注)3 20,210

平成７年７月 当社設立　代表取締役社長就任

(現任)

平成18年２月 株式会社パルマファイナンシャル

サービシーズ　

代表取締役社長就任(現任)

平成18年９月 プライムハーバープロダクツ株式会

社　代表取締役社長就任(現任)

取締役
ホールセール
事業部長

松　田　　　健 昭和30年10月27日生

平成７年８月 株式会社ケンズ　取締役

(注)3 143

平成９年２月 当社入社営業部長

平成10年８月 取締役営業部長就任

平成11年７月 取締役ホールセール事業部長就任

(現任)

取締役
メディア営業
事業部長

岡　田　雅　彦 昭和35年９月27日生

昭和56年４月 パイオニア株式会社入社

(注)3 4

平成14年４月 当社入社

平成17年８月  当社メディア営業事業部次長

平成18年７月 当社メディア営業事業部長

平成19年９月 当社取締役メディア営業事業部長

就任(現任)

取締役 管理部長 小　川　　　進 昭和34年11月14日生

昭和58年10月 昭和監査法人(現新日本監査法人)

入社

(注)3 25
平成８年８月 ジャフココンサルティング株式会社

入社

平成13年１月 三優監査法人入社

平成19年７月  当社入社

平成19年９月 当社取締役管理部長就任(現任)

取締役 西  村  宣  浩 昭和49年１月17日生

平成９年４月 伊藤忠商事株式会社入社

(注)3 －
平成９年４月 伊藤忠人事サービス株式会社(出向)

平成12年６月 伊藤忠商事株式会社繊維カンパニー

（現任）

平成20年９月 当社取締役就任（現任）

監査役
 
常勤

中　嶋　　　孝 昭和12年８月４日生

平成６年２月 大和証券投資信託委託株式会社名古

屋支店長

(注)4 20平成９年10月 ユニバーサル証券株式会社(現三菱

UFJ証券株式会社)非常勤顧問

平成14年９月 当社監査役就任(現任)

監査役 間　瀬　富治郎 昭和９年７月７日生

平成３年６月 株式会社大広名古屋支社次長兼管理

局長就任
(注)5 176

平成８年10月 当社入社顧問

平成11年９月 監査役就任(現任)

監査役 村　瀬　　　悟 昭和25年３月19日生

昭和62年10月 名古屋第一監査法人(現あずさ監査法

人)入社

(注)5 －平成６年12月 村瀬悟会計事務所開設(現任)

平成12年９月 当社監査役就任(現任)

平成13年５月 服部香料株式会社監査役就任(現任)

計 20,578

(注) １　監査役中嶋孝、監査役村瀬悟は「会社法第２条第16号及び第335条第３項」に定める社外監査役であります。

２　監査役村瀬悟は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであり

ます。

３  平成20年9月26日開催の定時株主総会の終結の時から２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す

る定時株主総会の終結の時までであります。

４　平成20年9月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結のときまでであります。

５　平成19年9月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時株主総会の終結のときまでであります。
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６ 【コーポレートガバナンスの状況】

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

当社は、継続的かつ長期的な企業価値の向上を経営の最重要課題と位置づけ、その実現のためには経営の

健全性・効率性及び透明性を高めることが第一義であると考えております。

健全性については、当社は監査役制度を採用しており、社外監査役2名を含む監査役3名が毎月開催される

取締役会に出席し、取締役の業務執行の監視を行うとともに、必要に応じて会計監査人、弁護士などにアド

バイスを求めるなど、法律面・企業倫理面での健全性の確保を図っております。また、当社は小規模の組織

運営を信条として、各部署における業務運用手順と職務権限を明確にした各種規程に基づく業務運営によ

り業務執行の適正を確保し、不正誤謬が発生しないような内部牽制体制を構築しております。

効率性については、取締役4名体制でFAST＆FLEXIBLEをモットーにスピードある意思決定を行っておりま

す。

透明性については、株主及び投資家に対し、正確かつ公正な企業情報を適時開示しております。今後もガ

バナンスに関する基本的な考え方は変わりありません。

　

(2)役員報酬の内容

取締役５名に支払った報酬 65,266千円

監査役３名に支払った報酬 11,400千円（うち社外監査役　2名　9,000千円）

(3)監査報酬

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 13,500千円

上記以外の業務に基づく報酬はありません。

(4)社外取締役及び社外監査役との関係

社外取締役及び社外監査役と当社との人的関係、取引関係はありません。

(5)会計監査の状況

ａ．業務を遂行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数

藤井幸雄　（フロンティア監査法人）（監査年数2年）

本郷大輔　（フロンティア監査法人）（監査年数1年）

ｂ．監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　　３名

会計士補　　　１名

その他　　　　３名
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  (6)自己株式の取得

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂

行することを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会決議によって市場取引等

により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。

  (7)取締役及び監査役の定数

当社の取締役は10名以内、監査役は４名以内とする旨を定款で定めております。

　(8)剰余金の配当

当社は、機動的な配当政策を行う為、毎年12月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登

録株式質権者に対し、取締役会の決議により会社法454条第５項に定める剰余金の配当をすることがで

きる旨を定款で定めております。

　(9)決議の方法

当社は、株主総会を円滑に運営する為、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することが

できる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行うと

する旨を定款で定めております。

　(10)取締役及び監査役の選任

当社は、取締役及び監査役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款で定めております。

　(11)取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役及び監査役がその職務に当たり、期待される役割を十分に発揮することができるように

するとともに、取締役及び監査役として優秀な人材の招聘を容易にするため取締役及び監査役の会社法

第423条第１項の責任につき、その取締役及び監査役が職務を行うにつき善意にしてかつ重大なる過失

がない場合は、取締役会又は監査役会の決議により、法令の定める限度において、その責任を免除するこ

とができる旨を第12回定時株主総会に決議いたしております。

　(12)社外取締役及び社外監査役との責任限定契約

当社は、社外取締役及び社外監査役がその職務に当たり、期待される役割を十分に発揮することができ

るようにするとともに、社外取締役及び社外監査役として優秀な人材の招聘を容易にするため社外取締

役及び社外監査役との間で、当該社外取締役及び社外監査役の会社法第423条第１項の責任につき、当該

社外取締役及び社外監査役が職務を行うにつき善意にしてかつ重大なる過失がないときは、法令の定め

る限度まで、その責任を限定する契約を締結することができる旨を第12回定時株主総会にて決議いたし

ております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度(平成18年７月１日から平成19年６月30日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基

づき、当連結会計年度(平成19年７月１日から平成20年６月30日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基

づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、第12期事業年度(平成18年７月１日から平成19年６月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、第13期事業年度(平成19年７月１日から平成20年６月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づい

て作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前連結会計年度(平成18年7月1日から平成19年6月30日まで)及び前事業年度(平成18年7月1日か

ら平成19年6月30日まで)は証券取引法第193条の2の規定に基づき、また、当連結会計年度(平成19年7月1日

から平成20年6月30日まで)及び当事業年度(平成19年7月1日から平成20年6月30日まで)は金融商品取引法

第193条の2第1項に基づき、それぞれ連結財務諸表並びに財務諸表について、フロンティア監査法人により

監査を受けております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

① 【連結貸借対照表】

前連結会計年度
(平成19年６月30日)

当連結会計年度
(平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※3 1,363,291 1,602,242

　２　受取手形及び売掛金 ※4 960,404 472,652

　３　有価証券 － 10,038

　４　営業貸付金 738,209 752,499

　５　たな卸資産 417,812 457,880

　６　通貨スワップ資産 52,264 －

　７　その他 84,367 174,256

　８　貸倒引当金 △ 8,229 △ 17,429

　　　流動資産合計 3,608,12086.9 3,452,14081.9

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 9,244 35,008

　　　　減価償却累計額 864 8,380 6,294 28,714

　　(2) 車両運搬具 15,771 12,996

　　　　減価償却累計額 8,869 6,902 2,843 10,153

　　(3) 工具器具備品 31,999 80,018

　　　　減価償却累計額 4,504 27,495 23,010 57,008

　　　有形固定資産合計 42,7771.0 95,8752.3

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 33,077 65,481

　　(2) 電話加入権 305 305

　　(3) その他 131 116

　　　無形固定資産合計 33,5130.8 65,9031.5

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 427,901 549,442

　　(2) 破産更生債権等 1,388 －

　　(3) 差入保証金 40,058 52,417

　　(4) その他 1,502 1,360

　　(5) 貸倒引当金 △ 695 －

　　　投資その他の資産合計 470,15611.3 603,22014.3

　　　固定資産合計 546,44713.1 764,99918.1

　　　資産合計 4,154,568100.0 4,217,140100.0

EDINET提出書類

株式会社プライム(E03369)

有価証券報告書

26/76



　 前連結会計年度
(平成19年６月30日)

当連結会計年度
(平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 136,554 289,415

　２　短期借入金 438,400 1,200,000

　３　一年内返済予定
　　　長期借入金

33,360 24,940

　４　未払金 579,691 573,706

　５　通貨スワップ負債 － 4,948

　６　未払法人税等 8,282 3,960

　７　未払消費税等 34,057 800

　８　賞与引当金 6,750 3,910

　９　役員賞与引当金 30,000 －

　10　本社移転損失引当金 8,000 －

　11　その他 25,878 47,505

　　　流動負債合計 1,300,97331.3 2,149,18750.9

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 24,940 －

　２　繰延税金負債 991 －

　３　退職給付引当金 18,371 16,260

　４　役員退職給与引当金 66,760 59,440

　５　その他 474 －

　　　固定負債合計 111,5382.7 75,7001.8

　　　負債合計 1,412,51134.0 2,224,88852.7

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 903,375 1,184,717

　２　資本剰余金 1,131,771 1,413,113

　３　利益剰余金 709,943 △ 621,719

　４　自己株式 △ 16,360 △ 16,461

　　　株主資本合計 2,728,72965.6 1,959,64946.5

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

1,487 △ 48,078

　　　評価・換算差額等合計 1,4870.1 △ 48,078△ 1.1

Ⅲ　新株予約権 － － 68,9651.6

Ⅳ　少数株主持分 11,8390.3 11,7150.3

　　　純資産合計 2,742,05666.0 1,992,25247.3

　　　負債・純資産合計 4,154,568100.0 4,217,140100.0
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② 【連結損益計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 10,562,527100.0 7,968,863100.0

Ⅱ　売上原価 4,425,26141.9 3,452,26243.3

　　　売上総利益 6,137,26658.1 4,516,60156.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費

　１　広告宣伝費 3,294,646 3,410,271

　２　物流費 651,807 547,767

　３　販売手数料 439,028 359,168

　４　賞与引当金繰入額 2,600 3,910

　５　役員賞与引当金繰入額 30,000 －

　６　退職給付費用 6,093 4,137

　７　貸倒引当金繰入額 11,347 13,151

　８　その他 1,350,8895,786,41354.81,347,3875,685,79371.4

　営業利益又は営業損失(△) 350,8533.3 △ 1,169,191△14.7

Ⅳ　営業外収益

　１　受取利息 2,670 3,957

　２　受取配当金 481 4,611

　３　有価証券売却益 24,095 11,309

　４　通貨スワップ評価益 199,300 －

　５　為替差益 100,057 －

　６　その他 22,718349,3233.3 3,459 23,3380.3

Ⅴ　営業外費用

　１　支払利息 10,833 －

　２　有価証券売却損 46,565 4,537

　３　有価証券評価損 10,968 －

　４　通貨スワップ評価損 － 20,320

　５　為替差損 － 36,288

  ６　株式交付費 － 12,358

　７　支払家賃 851 －

　８　その他 3,560 72,7790.7 7,244 80,7481.0

　経常利益又は経常損失(△) 627,3975.9 △ 1,226,602△15.4

Ⅵ　特別利益

　１　固定資産売却益 ※2 2,123 5,540

　２　持分変動利益 － 764

　３　貸倒引当金戻入益 ― 2,1230.0 900 7,2050.1

Ⅶ　特別損失

　１　固定資産処分損 ※1 2,619 －

　２　本社移転損失引当金繰入 8,000 －

　３　債権償却損 57,602 68,2210.6 － － －

　税金等調整前当期純利益又は
　税金等調整前当期純損失(△)

561,2995.3 △ 1,219,396△15.3

　法人税、住民税
　及び事業税

2,370 2,3700.0 2,395 2,3950.0

少数株主損失(△) △36,191△0.3 △ 798△0.0

当期純利益又は当期純損失(△) 595,1205.6 △ 1,220,993△15.3
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年６月30日残高(千円) 654,458 882,854 114,823 △16,360 1,635,775

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 248,917 248,917 497,834

　当期純利益 595,120 595,120

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

248,917 248,917 595,120 1,092,954

平成19年６月30日残高(千円) 903,375 1,131,771 709,943 △16,360 2,728,729

　

評価・換算差額等
少数株主
持分

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成18年６月30日残高(千円) △20,809 48,030 1,662,996

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 497,834

　当期純利益 595,120

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

22,297 △ 36,191 △13,893

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

22,297 △ 36,191 1,079,061

平成19年６月30日残高(千円) 1,487 11,839 2,742,056
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当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年６月30日残高(千円) 903,375 1,131,771 709,943 △16,360 2,728,729

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 281,342 281,342 562,684

　剰余金の配当 △ 110,669 △ 110,669

　当期純損失 △1,220,993 △1,220,993

　自己株式の取得 △ 101 △ 101

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

281,342 281,342△ 1,331,663 △ 101 △ 769,080

平成20年６月30日残高(千円) 1,184,7171,413,113△ 621,719 △ 16,461 1,959,649

　

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主
持分

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

平成19年６月30日残高(千円) 1,487 － 11,839 2,742,056

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 562,684

  剰余金の配当 △ 110,669

　当期純損失 △1,220,993

　自己株式の取得 △　101

　株主資本以外の項目の
　連結会計年度中の変動額(純額)

△ 49,566 68,965 △ 123 19,275

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△ 49,566 68,965 △ 123 △749,804

平成20年６月30日残高(千円) △ 48,078 68,965 11,715 1,992,252
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

　
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー
　１　税金等調整前当期純利益又は
　　　税金等調整前当期純損失(△)

561,299 △ 1,219,396

　２　減価償却費 11,873 39,959
　３　貸倒引当金の増減額（減少△） 6,976 9,894
　４　賞与引当金の増減額（減少△） 2,600 △ 2,840
　５　退職給付引当金の増減額
　　　(減少△)

2,900 △ 2,111

　６　役員退職給与引当金の増減額
　　　（減少△）

△ 18,810 △ 7,320

　７　役員賞与引当金の増減額
　　 （減少△）

30,000 △ 30,000

　８　本社移転損失引当金の増減額
     （減少△）

8,000 △ 8,000

　９　受取利息及び受取配当金 △ 3,151 △ 8,568
　10　支払利息 10,833 －
　11　債権償却損 57,602 －
　12　通貨スワップ評価損益(益△) △ 199,300 57,212
　13　有形固定資産売却益 △ 2,123 △ 5,540
　14　有価証券売却益 △ 24,095 △ 11,309
　15　有価証券売却損 46,565 4,537
　16　有価証券評価損 10,968 －
　17　株式交付費 － 12,358
　18　売上債権の増減額（増加△） △ 352,442 490,301
　19　営業貸付金の増減額（増加△） 165,194 △ 14,289
　20　たな卸資産の増減額（増加△） △ 64,981 △ 40,068
　21　仕入債務の増減額（減少△） △ 352,504 152,861
　22　未払金の増減額（減少△） 95,430 △ 8,048
　23　未払消費税等の増減額
　　　（減少△）

91,079 △ 102,577

　24　その他 38,769 △ 774
　　　　小計 122,685 △ 693,721
　25　利息及び配当金の受取額 3,151 9,016
　26　利息の支払額 △ 8,851 －
　27　法人税等の還付額 － 1,096
　28　法人税等の支払額 △ 803 △ 4,113
　　　営業活動による
　　　キャッシュ・フロー

116,182 △ 687,722

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー
　１　有価証券の売却による収入 324,623 210,091
　２　有価証券の取得による支出 △ 208,795 △ 380,743
　３　有形固定資産の売却による収入 76,356 21,113
　４　有形固定資産の取得による支出 △ 34,484 △ 97,065
　５　無形固定資産の取得による支出 △ 30,007 △ 43,405
　６　保証金の返還による収入 37,248 45,308
　７　保証金の差入による支出 △ 7,811 △ 58,533
　８　定期預金の払戻による収入 140,000 50,000
　９　その他 △ 411 231
　　　投資活動による
　　　キャッシュ・フロー

296,716 △ 253,003
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前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー
　１　短期借入による収入 761,000 1,300,000
　２　短期借入金の返済による支出 △ 2,196,240 △ 538,400
　３　長期借入による収入 407,000 －
　４　長期借入金の返済による支出 △ 66,720 △ 33,360
　５　株式の発行による収入 497,834 553,073
　６　新株予約権の発行による収入 － 67,657
　７　自己株式の取得による支出 － △ 101
　８　配当金の支払による支出 △ 474 △ 109,154
　　　財務活動による
　　　キャッシュ・フロー

△ 597,600 1,239,715

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
　　換算差額

― －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額
　　（減少△）

△ 184,701 298,989

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,317,992 1,133,291
Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 1,133,291 1,432,281
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１　連結の範囲に関する事項 連結子会社の数　　　２社

連結子会社の名称

　株式会社パルマファイナンシャル

サービシーズ

プライムハーバープロダクツ株式会

社

同左

 

 

２　持分法の適用に関する事

項

該当事項はありません。 同左

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。

同左

４　会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

①　有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　連結会計年度末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法を採用し

ております。

　　　なお、投資事業有限責任組合への出

資（証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。

①　有価証券

　その他有価証券

　　時価のあるもの

同左
　
　
　
　

　　時価のないもの

　　　移動平均法による原価法を採用し

ております。

　　　なお、投資事業有限責任組合への出

資（金融商品取引法第２条第２

項により有価証券とみなされる

もの）については、組合契約に

規定される決算報告日に応じて

入手可能な最近の決算書を基礎

とし、持分相当額を純額で取り

込む方法によっております。

②　デリバティブ等

　時価法

③　たな卸資産

　商品

　　移動平均法による原価法

　貯蔵品

　　最終仕入原価法による原価法

②　デリバティブ等

同左

③　たな卸資産

　商品 

　　　　　　　 同左

　貯蔵品 

　　　　　　　 同左　
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法）を採用し

ております。

　なお、耐用年数については法人税法

に規定する方法によっております。

①　有形固定資産

　定率法（ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法）を採用し

ております。

　なお、耐用年数については法人税法

に規定する方法によっております。

（追加情報） 

　法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価

償却方法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。 

　なお、これによる損益に与える影響

は軽微であります。

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（5

年）に基づく定額法を採用しており

ます。

②　無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基準①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については債権の回収可能性を個別

に検討して計上しております。

①　貸倒引当金

同左

②　賞与引当金

　従業員の賞与の支払に備えるため、支

給見込額基準により計上しておりま

す。

②　賞与引当金

同左

③　役員賞与引当金

　　役員に対して支給する賞与の支

　出に充てるため、支給見込み額に

　基づき計上しております。

③　役員賞与引当金

　　　　　　　 同左

④　本社移転損失引当金

　　本社の移転に伴い、発生が見込

　まれる現状復帰費用・固定資産除

　却損等について合理的な見積り額

　を計上しております。

(追加情報)

 　 この本社移転損失引当金は、当

  期末において移転損失の合理的な

  見積が可能となったことにより計

  上したものであります。

④

　　　　　　　　－
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項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

⑤　退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務に基づき当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を計

上しております。

　なお、当社は簡便法により退職給付

引当金を設定しております。

⑤　退職給付引当金

同左

⑥　役員退職給与引当金

　役員の退職金の支払に備えるため、内

規に基づく期末要支払額を計上してお

ります。

　なお、平成17年9月27日付をもって役

員退職慰労金制度を廃止いたしました

ので、引当金計上額は制度廃止日に在

任している役員に対する支給見込額で

あります。

⑥　役員退職給与引当金
同左

(4) 重要なリース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス

・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

同左

(5) その他連結財務諸表作成

のための重要な事項

消費税等の処理方法

　税抜方式を採用しております。

消費税等の処理方法

同左

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっております。

同左

６　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

手許現金、要求払預金及び取得日から

3ヶ月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資を資金の範囲と

しております。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
(平成19年６月30日)

当連結会計年度
(平成20年６月30日)

（制作費支出の会計処理の変更）

　従来、映像制作及び編集に要した費用の処理について

は、有形固定資産（工具器具備品）に計上のうえ耐用年

数２年で減価償却を行ってまいりましたが、当連結会計

年度より支出時に費用計上する方法に変更いたしまし

た。

　この変更は、商品の販売サイクルが短くなっているた

め、同一期間の収益と費用の対応を検討した結果、映像利

用の実態に即したより合理的な方法を採用し、財務内容

の健全化を図るためであります。

　この変更に伴い、当連結会計年度中に発生した映像制作

費222,328千円は、販売促進費として販売費及び一般管理

費に計上しております。この結果、従来の方法によった場

合に比べ、営業利益及び経常利益並びに税金等調整前当

期純利益・当期純利益は各々184,350千円少なく計上さ

れています。

 

―

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　当連結会計年度より、平成19年度の法人税法の改正に伴

い、平成19年４月１日以降取得資産の減価償却限度額の

計算方法については、改正後の法人税法に定める方法に

よっております。

　なお、この変更による影響額は軽微であります。

 

―

（役員賞与に関する会計基準）

　当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準

第４号）を適用し、役員賞与の支給見込額の当連結会計

年度負担額を役員賞与引当金として計上する方法に変更

いたしました。

　これにより、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益はそれぞれ30,000千円減少し

ております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。

―
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注記事項

(連結貸借対照表関係)
　

前連結会計年度
(平成19年６月30日)

当連結会計年度
(平成20年６月30日)

１　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため
取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結してお
ります。

　　当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る
借入金未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの借入枠総額 600,000千円

借入実行残高 －千円

差引残高 600,000千円
 

１　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため
取引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結してお
ります。

　　当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る
借入金未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの借入枠総額 600,000千円

借入実行残高 －千円

差引残高 600,000千円
 

２　偶発債務
　　連帯保証債務
　　滞納家賃保証事業に係る保証極度相当額であり
　　ます。
　　保証極度相当額　　　　　　　　　72,891千円

 ※3　　　　　　　　　　　　－
 

２　偶発債務
　　連帯保証債務
　　滞納家賃保証事業に係る保証極度相当額であり
　　ます。
　　保証極度相当額　　　　　　　　 124,584千円

 ※3　現金及び預金に含まれる定期預金
　　　20,000千円は取引保証金として質権設定されてお
　　　ります。

※4 連結会計年度末日満期手形
　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手
形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連
結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の
連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含
まれております。
　受取手形　　　　　　　　　　　　　　3,730千円

※4 　　　　　　　　　　－

　

(連結損益計算書関係)
　

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※１　固定資産処分損

　ソフトウエア 2,619千円

※１　　　　　　　　　　

　              　－

※２　固定資産売却益の内容

　土地 743千円

　建物 544千円

　車両運搬具 836千円

　　　計 2,123千円

※２　固定資産売却益の内容

　建物 712千円

　車両運搬具 2,161千円

　工具器具備品　 2,666千円

　　　計 5,540千円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成18年7月1日　至　平成19年6月30日）

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度始
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式
　普通株式(注)

47,086.88 8,300.00 － 55,386.88

合計 47,086.88 8,300.00 － 55,386.88

自己株式
　普通株式

51.94 － － 51.94

合計 51.94 － － 51.94

（注） 普通株式の発行済株式総数の増加8,300株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。

　

2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

　

3.配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　　該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年9月26日
定時株主総会

普通株式 110,669 2,000 平成19年6月30日 平成19年9月27日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることとしております。

　

当連結会計年度（自　平成19年7月1日　至　平成20年6月30日）

1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度始
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式
　普通株式(注1)

55,386.88 11,840.00 － 67,226.88

合計 55,386.88 11,840.00 － 67,226.88

自己株式
　普通株式(注2)

51.94 2.94 － 54.88

合計 51.94 2.94 － 54.88

（注） １．普通株式の発行済株式総数の増加11,840株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。

 ２．普通株式の自己株式の総数の増加2.94株は、端株の買取による増加であります。

　

2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分
新株予約権
の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

当連結会計年度始
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

提出会社
(親会社)

平成20年新
株予約権

普通株式 － 24,190 － 24,19068,965

合計 － 24,190 － 24,19068,965

（注） １．目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載してお

　　 ります。

 ２．新株予約権の増加は、発行によるものであります。
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3.配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年9月26日
定時株主総会

普通株式 110,669 2,000 平成19年6月30日 平成19年9月27日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　該当事項はありません。

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,363,291千円

預金期間が3ヶ月を超える定期預金 △230,000千円

現金及び現金同等物 1,133,291千円

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,602,242千円

有価証券 10,038千円

計 1,612,281千円

預金期間が3ヶ月を超える定期預金 △180,000千円

現金及び現金同等物 1,432,281千円

　

(リース取引関係)

　
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

　リース資産の事業内容における重要性が低いこと及び

リース契約１件当たりの金額が小額なため、注記の対象

から除いております。

同左
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自平成18年７月１日　至平成19年６月30日)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

種類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表
計上額
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1) 株式 38,256 40,018 1,761

(2) その他 81,997 98,629 16,632

小計 120,253 138,647 18,393

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1) 株式 7,404 5,710 △1,693

(2) その他 159,445 149,044 △10,400

小計 166,849 154,754 △12,094

合計 287,102 293,401 6,299

(注)１　時価のある有価証券については、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べ50％以上下落している場合

　は減損の対象とし、30％以上下落した場合は回復可能性の判断の対象とし、減損の要否を判断しています。

　２　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い有価証

券評価損10,968千円を計上しております。

　　　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　
売却額
(千円)

売却益の合計
(千円)

売却損の合計
(千円)

345,672 24,095 46,565

　

３　時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

　
連結貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

　　非上場株式 134,500

合計 134,500

　

４　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　

１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

投資信託 － 92,946 27,702 52,473

合計 － 92,946 27,702 52,473
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当連結会計年度(自平成19年７月１日　至平成20年６月30日)

　

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

種類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表
計上額
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

(1) 株式 29,174 30,240 1,065

(2) その他 60,790 64,670 3,880

小計 89,965 94,910 4,945

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

(1) 株式 156,345 138,898 △17,447

(2) その他 171,711 136,133 △35,577

小計 328,056 275,031 △53,024

合計 418,021 369,942 △48,078

(注)１　時価のある有価証券については、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べ50％以上下落している場合

　は減損の対象とし、30％以上下落した場合は回復可能性の判断の対象とし、減損の要否を判断しています。

　　　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　
売却額
(千円)

売却益の合計
(千円)

売却損の合計
(千円)

204,720 11,309 4,537

　

３　時価評価されていない有価証券

　
連結貸借対照表計上額

(千円)

その他有価証券

　　非上場株式 179,500

　　 ＭＭＦ 10,038

合計 189,538

　

４　その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額

１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

投資信託 － － 7,675 78,456

合計 － － 7,675 78,456
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(デリバティブ取引関係)

１　取引の状況に関する事項

　
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

(1) 取引の内容

　　当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連で、

輸入取引の仕入代金の支払に係わる通貨スワップ取引

を利用しております。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針

　　当社のデリバティブ取引は、将来の為替の変動による

リスク回避を目的として利用しており、投機的な取引

は行なわない方針であります。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引の利用目的

　　当社のデリバティブ取引は、通貨関連で外貨建金銭債

務の為替変動リスクを回避し、安定的な利益の確保を

図る目的で利用しております。

(3) 取引の利用目的

同左

(4) 取引に係るリスクの内容

　　通貨スワップ取引は為替相場の変動によるリスクを有

しております。なお、これらの取引の契約先は信用度の

高い金融機関に限っているため、相手先の契約不履行

によるリスクはほとんどないと認識しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

同左

(5) 取引に係るリスク管理体制

　　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限

及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、管理担

当部門が決裁権限者の承認を得て行なっております。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同左

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

　　当社は、取引銀行より評価損益通知書を受けて取引の

時価等を管理しております。

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明

同左
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２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度(自平成18年７月１日　至平成19年６月30日)

通貨関連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 種類 契約額等 時価 評価損益
1年超

市場取引
以外の取引

通貨スワップ取引
米ドル

628,626 184,890 52,264 52,264

合計 628,626 184,890 52,264 52,264

(注) １　通貨スワップ取引の時価は、契約を約定した金融機関から提示された価格によっております。

　

当連結会計年度(自平成19年７月１日　至平成20年６月30日)

通貨関連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

区分 種類 契約額等 時価 評価損益
1年超

市場取引
以外の取引

通貨スワップ取引
米ドル

159,630 － △4,948 △4,948

合計 159,630 － △4,948 △4,948

(注) １　通貨スワップ取引の時価は、契約を約定した金融機関から提示された価格によっております。
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(退職給付関係)

前連結会計年度(自平成18年７月１日　至平成19年６月30日)

１　採用している退職給付制度の概要

親会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。

　

２　退職給付債務の額に関する事項(平成19年６月30日現在)

退職給付債務　　 18,371千円

退職給付引当金　 18,371千円

(注)　親会社は退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項

退職給付費用　　 6,093千円

勤務費用　　 　　6,093千円　　

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

親会社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。

　

当連結会計年度(自平成19年７月１日　至平成20年６月30日)

１　採用している退職給付制度の概要

親会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。

　

２　退職給付債務の額に関する事項(平成20年６月30日現在)

退職給付債務　　 16,260千円

退職給付引当金　 16,260千円

(注)　親会社は退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項

退職給付費用　　 4,137千円

勤務費用　　 　　4,137千円　　

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

親会社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成18年7月1日　至　平成19年6月30日）

1.ストックオプションの内容

平成14年
ストック・オプション

平成15年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

付与対象者の
区分及び数

当社取締役4名
及び従業員22名

当社取締役4名、
従業員30名及び
取引先役職員8名

当社取締役4名、
従業員10名及び
取引先役職員3名

株式の種類別の
ストック・
オプション数

普通株式　　250株 普通株式　　300株 普通株式　　300株

付与日 平成15年7月24日 平成16年3月16日 平成16年12月17日

権利確定条件

権利行使時においても当社の

取締役又は従業員であるこ

と。

権利行使時においても当社の

取締役、従業員又は取引関係

がありかつ役職員であるこ

と。

権利行使時においても当社の

取締役、従業員又は取引関係

がありかつ役職員であるこ

と。

対象勤務期間
平成15年7月24日より
平成16年9月30日まで

平成16年3月25日より
平成17年9月30日まで

平成16年12月17日より
平成18年12月11日まで

権利行使期間
平成16年10月1日より
平成18年9月30日まで

平成17年10月1日より
平成19年9月30日まで

平成18年12月12日より
平成20年12月11日まで

　

2.ストックオプションの規模及びその変動状況

(単位：株)
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利確定前

　期首 － － 286

　付与 － － －

　失効 － － －

　権利確定 － － 286

　未確定残 － － －

権利確定後

　期首 204 259 －

　権利確定 － － 286

　権利行使 － － －

　失効 204 53 78

　未行使残 － 206 208

　

3.単価情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

平成14年
ストック・オプション

平成15年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

　　権利行使価格 185,400 99,395 105,060

(注)　記載金額は、表示単位未満を切捨てて表示しております。
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当連結会計年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

1.ストックオプションの内容

平成15年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

付与対象者の
区分及び数

当社取締役4名、
従業員30名及び
取引先役職員8名

当社取締役4名、
従業員10名及び
取引先役職員3名

株式の種類別の
ストック・
オプション数

普通株式　　300株 普通株式　　300株

付与日 平成16年3月16日 平成16年12月17日

権利確定条件

権利行使時においても当社の
取締役、従業員又は取引関係
がありかつ役職員であるこ
と。

権利行使時においても当社の
取締役、従業員又は取引関係
がありかつ役職員であるこ
と。

対象勤務期間
平成16年3月25日より
平成17年9月30日まで

平成16年12月17日より
平成18年12月11日まで

権利行使期間
平成17年10月1日より
平成19年9月30日まで

平成18年12月12日より
平成20年12月11日まで

　

2.ストックオプションの規模及びその変動状況

　　　　　　　　　　　　　　(単位：株)
平成15年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション

権利確定前

　期首 － －

　付与 － －

　失効 － －

　権利確定 － －

　未確定残 － －

権利確定後

　期首 206 208

　権利確定 － －

　権利行使 － －

　失効 206 46

　未行使残 － 162

　

3.単価情報　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）

平成15年
ストック・オプション

平成16年
ストック・オプション

　　権利行使価格 99,395 105,060

(注)　記載金額は、表示単位未満を切捨てて表示しております。
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成19年６月30日)

当連結会計年度
(平成20年６月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

　　別の内訳

繰延税金資産(流動)

　繰越欠損金 732,725千円

　商品評価損 16,789千円

　買取債権償却損 27,009千円

　その他 10,232千円

繰延税金資産小計 786,756千円

繰延税金負債(流動)

　通貨スワップ評価益 20,905千円

繰延税金資産の純額 765,850千円

　評価性引当額 △765,850千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金資産(固定)

　退職給付引当金 7,348千円

　役員退職給与引当金 26,704千円

　減価償却超過額 148,772千円

　電話加入権減損損失 879千円

　その他 7,385千円

繰延税金資産小計 191,090千円

　評価性引当額 △191,090千円

繰延税金資産合計 －千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

　　別の内訳

繰延税金資産(流動)

  繰越欠損金 1,264,700千円

　商品評価損 43,217千円

　買取債権償却損 21,907千円

　通貨スワップ評価損 1,979千円

　その他 21,549千円

繰延税金資産小計 1,353,355千円

　評価性引当額 △1,353,355千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金資産(固定)

　退職給付引当金 6,504千円

　役員退職給与引当金 23,776千円

　減価償却超過額 71,790千円

　電話加入権減損損失 879千円

　関係会社投資損失引当金 26,000千円

　その他有価証券評価差額金 19,231千円

　その他 2,257千円

繰延税金資産小計 150,439千円

　評価性引当額 △150,439千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債(固定)

　その他有価証券評価差額金 991千円

　繰延税金負債合計 991千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.0％

　(調整)

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

2.0％

　住民税等均等割 0.4％

　繰延税金資産に対する
　評価性引当額等

△42.0％

　税効果会計適用後の法
　人税等の負担率

0.4％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.0％

　(調整)

　交際費等永久に損金に
　算入されない項目

1.1％

　住民税等均等割 0.2％

　繰延税金資産に対する
　評価性引当額等

△41.5％

　税効果会計適用後の法
　人税等の負担率

△0.2％
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自平成18年７月１日　至平成19年６月30日)
　

物販事業
（千円）

金融事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

計
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益

　売上高

　　(1)外部顧客に対する売上高 10,453,752108,77410,562,527－ 10,562,527

　　(2)セグメント間の内部売上高

　　　 又は振替高

－ － － － －

　　計 10,453,752108,77410,562,527－ 10,562,527

　営業費用 10,097,969113,70510,211,674－ 10,211,674

　営業利益及び営業損失（△） 355,783△ 4,930 350,853 － 350,853

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出

　資産 3,148,0401,006,5274,154,568－ 4,154,568

　減価償却費 6,315 5,408 11,723 － 11,723

　資本的支出 39,386 24,957 64,344 － 64,344

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。
２　各区分の主な商品
(1) 物販事業　　　日用雑貨、運動器具、健康器具
(2) 金融事業　　　金融商品
３　会計方針の変更
（制作費支出の会計処理の変更）
　「連結財務諸表作成の為の基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より支出時に費
用計上する方法に変更いたしました。これにより、当連結会計年度中に発生した映像制作費222,328千円は、販
売促進費として販売費及び一般管理費に計上しております。この結果、従来の方法によった場合に比べ、「物
販事業」の営業利益及び経常利益並びに税金等調整前当期純利益・当期純利益は各々184,350千円少なく計
上されています。
(役員賞与に関する会計基準)
「連結財務諸表作成の為の基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「役員賞与
に関する会計基準」（企業会計基準第４号　平成17年11月29日）を適用しております。これにより、従来の方
法に比べて、「物販事業」の営業費用は30百万円増加し、営業利益が同額減少しております。

　

当連結会計年度(自平成19年７月１日　至平成20年６月30日)
　

物販事業
（千円）

金融事業
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

計
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益

　売上高

　　(1)外部顧客に対する売上高 7,839,525129,3387,968,863－ 7,968,863

　　(2)セグメント間の内部売上高

　　　 又は振替高

－ 1 1 △1 －

　　計 7,839,525129,3407,968,865△1 7,968,863

　営業費用 8,965,418172,7129,138,129△74 9,138,055

　営業利益及び営業損失（△） △1,125,892△43,372△1,169,26373 △1,169,191

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出

　資産 3,281,851935,2894,217,140－ 4,217,140

　減価償却費 31,649 8,309 39,959 － 39,959

　資本的支出 132,564 8,455 141,019 － 141,019

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。
２　各区分の主な商品
(1) 物販事業　　　日用雑貨、運動器具、健康器具
(2) 金融事業　　　金融商品
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自平成18年７月１日　至平成19年６月30日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報を記載しておりません。

　

当連結会計年度(自平成19年７月１日　至平成20年６月30日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報を記載しておりません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自平成18年７月１日　至平成19年６月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自平成19年７月１日　至平成20年６月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

【関連当事者との取引】

前連結会計年度(自平成18年７月１日　至平成19年６月30日)

　　役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の
内容又は
職業

議決権等の
所有(被所有)
割合（％）

関係内容
取引
内容

取引金額
(千円)

科目
期末
残高役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 水島真理 ― ―
当社取締役
メディア営
業事業部長

(被所有)
直接2.49

― ―

不動産
の賃貸

1,800― ―

固定資産
の売却

75,950― ―

(注) １．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　(1)不動産の賃貸については、当社所有の社宅を賃貸したもので、賃貸料は役員社宅管理規程により決定しており

ます。

　(2)固定資産の売却価格については、市場価格を勘案して決定しております。

３．平成18年9月27日開催の株主総会にて当社役員を退任しております。

　

当連結会計年度(自平成19年７月１日　至平成20年６月30日)

　　　 該当事項はありません。

 

(企業結合等関係)

　　前連結会計年度(自平成18年７月１日　至平成19年６月30日)

該当事項はありません。

　　当連結会計年度(自平成19年７月１日　至平成20年６月30日)

　　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目
前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり純資産額 49,339円85銭 28,457円85銭

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

12,187円25銭 △20,044円50銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式は存在す

るものの１株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。

(注)　１株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおり

であります。

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当連結会計年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり当期純利益又は当期純損失(△)

　当期純利益又は当期純損失(△)(千円) 595,120 △1,220,993

　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

　普通株式に係る当期純利益
　又は当期純損失(△)(千円)

595,120 △1,220,993

　普通株式の期中平均株式数(株) 48,831.38 60,914.13

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

　当期純利益調整額(千円) － －

  普通株式増加数(株)
　 (うち新株予約権方式によるストックオプシ
　　ョン(株))

－
 
(－)

－
 
(－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株

式の概要

旧商法第280条ノ20ならび

に商法第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権206株

平成15年9月26日

株主総会特別決議

旧商法第280条ノ20ならび

に商法第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権208株

平成16年12月10日

株主総会特別決議

旧商法第280条ノ20ならび

に商法第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権162株 

平成16年12月10日 

株主総会特別決議

第６回新株予約権24,190個

平成19年12月26日

取締役会決議

　

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 438,400 1,200,000 1.28 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 33,360 24,940 1.88 ―

１年以内に返済予定のリース債務 ― ― ― ―

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く）

24,940 ― ― ―

リース債務（１年以内に返済予定
のものを除く）

― ― ― ―

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 496,700 1,224,940― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

① 【貸借対照表】

　
前事業年度

(平成19年６月30日)
当事業年度

(平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 ※３ 1,125,251 1,446,199

　２　受取手形 ※４ 207,120 94,072

　３　売掛金 753,284 371,983

　４　有価証券 － 10,038

　５　商品 413,342 452,465

　６　貯蔵品 5,105 5,573

　７　前渡金 7,737 21,536

　８　通貨スワップ資産 52,264 －

　９　短期貸付金 ※１ 1,000,000 940,000

　10　前払費用 10,982 17,247

　11　未収入金 39,965 30,215

　12　未収消費税等 ― 70,230

　13　その他 2,412 2,274

　14　貸倒引当金 △ 1,700 △ 39,800

　　　流動資産合計 3,615,76786.0 3,422,03682.0

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産

　　(1) 建物 2,249 32,963

　　　　減価償却累計額 347 1,902 5,656 27,306

　　(2) 車両運搬具 15,771 12,996

　　　　減価償却累計額 8,869 6,902 2,843 10,153

　　(3) 工具器具備品 17,873 70,010

　　　　減価償却累計額 1,433 16,440 17,746 52,263

　　　有形固定資産合計 25,2440.6 89,7232.2

　２　無形固定資産

　　(1) ソフトウェア 15,762 48,070

　　　無形固定資産合計 15,7620.4 48,0701.2

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 427,901 549,442

　　(2) 関係会社株式 83,000 83,000

　　(3) 破産更生債権等 1,388 －

　　(4) 差入保証金 33,002 42,727

　　(5) その他 1,014 1,255

　　(6) 貸倒引当金 △ 694 －

　　(7) 関係会社投資損失引当金 － △ 65,000

　　　投資その他の資産合計 545,61313.0 611,42414.6

　　　固定資産合計 586,62014.0 749,21918.0

　　　資産合計 4,202,387100.0 4,171,255100.0
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　 前事業年度
(平成19年６月30日)

当事業年度
(平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 ※１ 136,727 289,415

　２　短期借入金 438,400 1,200,000

　３　一年内返済予定長期借入金 33,360 24,940

　４　未払金 578,364 572,464

　５　未払費用 11,137 9,347

　６　通貨スワップ負債 ― 4,948

　７　未払法人税等 7,812 3,490

　８　未払消費税等 33,998 －

　９　預り金 11,222 6,083

　10　賞与引当金 6,750 3,910

　11　役員賞与引当金 30,000 －

　12　本社移転損失引当金 8,000 －

　　　流動負債合計 1,295,77230.8 2,114,60050.7

Ⅱ　固定負債

　１　長期借入金 24,940 －

　２　繰延税金負債 991 －

　３　退職給付引当金 18,371 16,260

　４　役員退職給与引当金 66,760 59,440

　　　固定負債合計 111,0632.6 75,7001.8

　　　負債合計 1,406,83633.5 2,190,30052.5

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 903,37521.5 1,184,71728.4

　２　資本剰余金

　　(1) 資本準備金 1,131,771 1,413,113

　　　　資本剰余金合計 1,131,77126.9 1,413,11333.9

　３　利益剰余金

　　(1) 利益準備金 100,000 100,000

　　(2) その他利益剰余金

　　　　別途積立金 1,409,117 1,409,117

　　　　繰越利益剰余金 △ 733,840 △ 2,130,418

　　　　利益剰余金合計 775,27718.5 △ 621,300△14.9

　４　自己株式 △ 16,360△0.4 △ 16,461△0.4

　　　株主資本合計 2,794,06366.5 1,960,06847.0

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券評価
　　　差額金

1,487 △ 48,078

　　　評価・換算差額等合計 1,4870.0 △ 48,078△1.2

Ⅲ　新株予約権 － － 68,9651.7

　　　純資産合計 2,795,55166.5 1,980,95547.5

　　　負債・純資産合計 4,202,387100.0 4,171,255100.0
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② 【損益計算書】
　

前事業年度
(自　平成18年７月１日
　至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
　至　平成20年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 10,453,752100.0 7,839,525100.0
Ⅱ　売上原価
　１　商品期首たな卸高 348,936 413,342
　２　当期商品仕入高 4,471,246 3,479,964
　　　合計 4,820,183 3,893,307
　３　商品期末たな卸高 413,3424,406,84042.2 452,4653,440,84243.9
　　　売上総利益 6,046,91257.8 4,398,68356.1
Ⅲ　販売費及び一般管理費
　１　販売手数料 439,028 359,168
　２　広告宣伝費 3,294,201 3,408,389
　３　販売促進費 454,803 382,254
　４　物流費 651,724 547,611
　５　役員報酬 67,552 76,666
　６　給与手当及び賞与 185,865 192,966
　７　賞与引当金繰入額 2,600 3,910
　８　役員賞与引当金繰入 30,000 －
　９　退職給付費用 6,093 4,137
　10　福利厚生費 34,745 31,397
　11　旅費交通費 34,221 44,691
　12　通信費 93,046 84,034
　13　減価償却費 6,315 31,649
　14　消耗品費 18,258 13,294
　15　支払手数料 200,157 199,588
　16　貸倒引当金繰入額 5,374 694
　17　その他 167,3565,691,34654.4 162,2845,542,74070.7
　　　営業利益又は
　　　営業損失(△)

355,5663.4 △1,144,056△14.6

Ⅳ　営業外収益
　１　受取利息 ※２ 1,771 31,441
　２　有価証券利息 30,797 259
　３　受取配当金 481 4,611
　４　有価証券売却益 24,095 11,309
　５　通貨スワップ評価益 199,300 －
　６　為替差益 100,057 －
　７　雑収入 21,373377,8773.6 3,207 50,8290.7
Ⅴ　営業外費用
　１　支払利息 30,833 10,817
　２　有価証券売却損 46,565 4,537
　３　有価証券評価損 10,968 －
　４　通貨スワップ評価損 － 20,320
　５　為替差損 － 36,288
　６　株式交付費 － 12,358
　７　雑損失 1,356 89,7240.9 5,495 89,8171.2
　　　経常利益又は
　　　経常損失(△)

643,7186.2 △1,183,045△15.1

Ⅵ　特別利益
　１　固定資産売却益 ※１ 2,123 2,161
　２　貸倒引当金戻入益 ― 2,1230.0 900 3,0610.0
Ⅶ　特別損失
　１　本社移転損失引当金繰入 8,000 －
　２　貸倒引当金繰入 － 39,000
　３　関係会社投資損失
　　　引当金繰入

－ 8,0000.1 65,000104,0001.3

　　　税引前当期純利益又は
　　　税引前当期純損失(△)

637,8416.1 △1,283,983△16.4

　　　法人税、住民税及び
　　　事業税

1,900 1,9000.0 1,925 1,9250.0

　　　当期純利益又は
　　　当期純損失(△)

635,9416.1 △1,285,908△16.4
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③ 【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年６月30日残高(千円) 654,458 882,854 882,854

事業年度中の変動額

　新株の発行 248,917 248,917 248,917

　当期純利益

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額合計(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 248,917 248,917 248,917

平成19年６月30日残高(千円) 903,375 1,131,771 1,131,771

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年６月30日残高(千円) 100,0001,409,117△1,369,781139,335△16,3601,660,288

事業年度中の変動額

　新株の発行 497,834

　当期純利益 635,941 635,941 635,941

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額合計(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 635,941 635,941 1,133,775

平成19年６月30日残高(千円) 100,0001,409,117△ 733,840775,277△ 16,3602,794,063

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日残高(千円) △20,809 △20,809 1,639,478

事業年度中の変動額

　新株の発行 497,834

　当期純利益 635,941

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

22,297 22,297 22,297

事業年度中の変動額合計(千円) 22,297 22,297 1,156,073

平成19年６月30日残高(千円) 1,487 1,487 2,795,551

　

EDINET提出書類

株式会社プライム(E03369)

有価証券報告書

55/76



当事業年度(自　平成19年７月１日　至　平成20年６月30日)

　

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年６月30日残高(千円) 903,375 1,131,771 1,131,771

事業年度中の変動額

　新株の発行 281,342 281,342 281,342

　剰余金の配当

　当期純損失

  自己株式の取得

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額合計(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 281,342 281,342 281,342

平成20年６月30日残高(千円) 1,184,717 1,413,113 1,413,113

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成19年６月30日残高(千円) 100,0001,409,117△ 733,840775,277△ 16,3602,794,063

事業年度中の変動額

　新株の発行 562,684

  剰余金の配当 △ 110,669△110,669 △110,669

　当期純損失 △1,285,908△1,285,908 △1,285,908

  自己株式の取得 △101 △101

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額合計(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) － － △1,396,578△1,396,578 △101 △833,995

平成20年６月30日残高(千円) 100,0001,409,117△2,130,418△621,300△16,4611,960,068

　

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年６月30日残高(千円) 1,487 1,487 － 2,795,551

事業年度中の変動額

　新株の発行 562,684

  剰余金の配当 △110,669

　当期純損失 △ 1,285,908

　自己株式の取得 △ 101

　株主資本以外の項目の
　事業年度中の変動額(純額)

△ 49,566 △ 49,566 68,965 19,399

事業年度中の変動額合計(千円) △ 49,566 △ 49,566 68,965 △ 814,596

平成20年６月30日残高(千円) △ 48,078 △ 48,078 68,965 1,980,955
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１　有価証券の評価基準及び
評価方法

(1) 子会社株式
　　移動平均法による原価法

(1) 子会社株式
同左

(2) その他有価証券
　　時価のあるもの
　　　決算日の市場価格等に基づく時価
法(評価差額は全部純資産直入法
により処理し、売却原価は移動平
均法により算定)を採用しており
ます。

(2) その他有価証券
時価のあるもの

同左

　　時価のないもの
　　　移動平均法による原価法を採用し
ております。

　　時価のないもの
同左

２　デリバティブ等の評価基
準及び評価方法

時価法 同左

３　たな卸資産の評価基準及
び評価方法

(1) 商品
　　移動平均法による原価法
(2) 貯蔵品
　　最終仕入原価法による原価法

(1) 商品
同左

(2) 貯蔵品
同左

４　固定資産の減価償却の方
法

(1) 有形固定資産
　　定率法（ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）については定額法）を採用
しております。

　　なお、耐用年数については、法人税法
に規定する方法によっております。

(1) 有形固定資産
　　定率法（ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）については定額法）を採用
しております。

　　なお、耐用年数については、法人税法
に規定する方法によっております。

（追加情報）　
　法人税法の改正に伴い、平成19年3
月31日以前に取得した資産について
は、改正前の法人税法に基づく減価
償却方法の適用により取得価額の
５％に到達した事業年度の翌事業年
度より、取得価額の５％相当額と備
忘価額との差額を５年間にわたり均
等償却し、減価償却費に含めて計上
しております。 
　なお、これによる損益に与える影響
は軽微であります。

(2) 無形固定資産
　　定額法を採用しております。
　　なお、自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法を採用してお
ります。

(2) 無形固定資産
同左

５　繰延資産の処理方法 － 株式交付費
　支出時に全額費用として処理してお
ります。

EDINET提出書類

株式会社プライム(E03369)

有価証券報告書

57/76



項目
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

６　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
　　債権の貸倒れによる損失に備えるた
め、一般債権については貸倒実績率
等により、貸倒懸念債権等特定の債
権については債権の回収可能性を個
別に検討して計上しております。

(1) 貸倒引当金
同左

(2) 関係会社投資損失引当金
－

(2) 関係会社投資損失引当金
　　子会社への投資に係る損失に備える
ため、当該会社の財政状態を勘案し
て必要と認められる額を計上してお
ります。

（追加情報）
　当事業年度から、子会社への投資に
係る損失に備えるため、当該会社の
財政状態を勘案して関係会社投資損
失引当金を計上することとしまし
た。 
　当事業年度における損益に与えて
いる影響額は、特別損失として
65,000千円であります。

(3) 賞与引当金
　　従業員の賞与の支払に備えるため、
支給見込額基準により計上しており
ます。

(3) 賞与引当金
同左

(4) 役員賞与引当金
　　役員に対して支給する賞与の支
出に充てるため、支給見込み額に基
づき計上しております。

(4) 役員賞与引当金
同左

(5) 本社移転損失引当金
　　本社の移転に伴い、発生が見込まれ
る現状復帰費用・固定資産除却損等
について合理的な見積り額を計上し
ております。

　(追加情報)
　　この本社移転損失引当金は、当
　期末において移転損失の合理的な
　見積が可能となったことにより計
　上したものであります。

(5) 
－

(6) 退職給付引当金
　　従業員の退職給付に備えるため、当
事業年度末における退職給付債務に
基づき当事業年度末において発生し
ていると認められる額を計上してお
ります。
　なお、当社は簡便法により退職給付
引当金を設定しております。

(6) 退職給付引当金
 　　　　　　　同左

(7) 役員退職給与引当金
　　役員の退職金の支払に備えるため、
内規に基づく期末要支払額を計上し
ております。

　　なお、平成17年9月27日付をもって役
員退職慰労金制度を廃止いたしまし
たので、引当金計上額は制度廃止日
に在任している役員に対する支給見
込額であります。

(7) 役員退職給与引当金　
同左

７　その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理の変更

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

（制作費支出の会計処理の変更）

　従来、映像制作及び編集に要した費用の処理については、

有形固定資産（工具器具備品）に計上のうえ耐用年数２

年で減価償却を行ってまいりましたが、当事業年度より支

出時に費用計上する方法に変更いたしました。

　この変更は、商品の販売サイクルが短くなっているため、

同一期間の収益と費用の対応を検討した結果、映像利用の

実態に即したより合理的な方法を採用し、財務内容の健全

化を図るためであります。

　この変更に伴い、当事業年度中に発生した映像制作費

222,328千円は、販売促進費として販売費及び一般管理費

に計上しております。この結果、従来の方法によった場合

に比べ、営業利益及び経常利益並びに税引前当期純利益・

当期純利益は各々184,350千円少なく計上されています。

 

―

(有形固定資産の減価償却方法の変更）

　当事業年度より、平成19年度の法人税法の改正に伴い、平

成19年４月１日以降取得資産の減価償却限度額の計算方

法については、改正後の法人税法に定める方法によってお

ります。

　なお、この変更による影響は軽微であります。

 

―

（役員賞与に関する会計基準）

　当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会

計基準委員会　平成17年11月29日　企業会計基準第４号）

を適用し、役員賞与の支給見込額の当事業年度負担額を役

員賞与引当金として計上する方法に変更いたしました。

　これにより、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益はそれぞれ30,000千円減少しており

ます。

―
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表示方法の変更

　
前事業年度

(自平成18年７月１日
　至平成19年６月30日)

当事業年度
(自平成19年７月１日
　至平成20年６月30日)

（損益計算書）

１．「販売促進費」は販売費及び一般管理費の合計額

　　の100分の5を超えておりましたので、その重要性

　　に鑑み、当期より区分掲記しております。

　　なお、前期は販売費及び一般管理費の「その他」

　　に343,567千円含まれております。

－
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成19年６月30日)
当事業年度

(平成20年６月30日)

※１　関係会社に対する債権、債務

　短期貸付金 1,000,000千円

　買掛金 5,948千円

※１　関係会社に対する債権、債務

　短期貸付金 940,000千円

　

　　　　２  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

    引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結して

    おります。

　　  当事業年度末における貸出コミットメントに係

    る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

　貸出コミットメントの借入枠総額 600,000千円

　借入実行残高 －千円

　差引残高 600,000千円

※３　　　　　　　　　　－

        ２　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

　　引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結して

　　おります。 

　　　当事業年度末における貸出コミットメントに係

　　る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

　貸出コミットメントの借入枠総額 600,000千円

　借入実行残高 －千円

　差引残高 600,000千円

※３　現金及び預金に含まれる定期預金20,000千円は
　　　取引保証金として質権設定されております。

※４　事業年度末日満期手形

事業年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当事業年度末日が金融機関の休日であった為、次

の事業年度末日満期手形が事業年度末残高に含ま

れております。

　受取手形　　　　　　　　　　　 3,730千円

※４　　　　　　　　　　－

　

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

※１　固定資産売却益の内訳

　土地 743千円

　建物 544千円

　車両運搬具 836千円

　　　計 2,123千円

※１　固定資産売却益の内訳

　車両運搬具 2,161千円

※２　　　　　　　　　　　－ ※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

受取利息　　28,072千円
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度

(自　平成18年 7月 1日至　平成19年 6月30日)
（自己株式の種類及び株式数に関する事項）

前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

自己株式
　普通株式

51.94 － － 51.94

合計 51.94 － － 51.94

 

 

　

当事業年度

(自　平成19年 7月 1日至　平成20年 6月30日)
（自己株式の種類及び株式数に関する事項）

前事業年度末
株式数(株)

当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

自己株式
　普通株式

51.94 2.94 － 54.88

合計 51.94 2.94 － 54.88

（注）普通株式の自己株式の総数の増加2.94株は、端株の買取による増加であります。

 

　

(リース取引関係)

前事業年度(自平成18年７月１日　至平成19年６月30日)

該当事項はありません。

　

当事業年度(自平成19年７月１日　至平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

　

(有価証券関係)

前事業年度(自平成18年７月１日　至平成19年６月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

当事業年度(自平成19年７月１日　至平成20年６月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成19年６月30日)
当事業年度

(平成20年６月30日)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動)

　繰越欠損金 699,941千円

　商品評価損 16,789千円

　その他 8,944千円

繰延税金資産小計 725,675千円

繰延税金負債(流動)

　通貨スワップ評価益 20,905千円

繰延税金資産の純額 704,770千円

　評価性引当額 △704,770千円

繰延税金資産合計 －千円

　

　

繰延税金資産(固定)

　退職給付引当金 7,348千円

　役員退職給与引当金 26,704千円

　減価償却超過額 149,652千円

　その他 6,315千円

繰延税金資産小計 190,020千円

　評価性引当額 △190,020千円

繰延税金資産 －千円

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動)

  繰越欠損金 1,214,278千円

　商品評価損 43,217千円

　通貨スワップ評価損 1,979千円

　その他 17,220千円

繰延税金資産小計 1,276,695千円

　評価性引当額 △1,276,695千円

繰延税金資産合計 －千円

　

　

繰延税金資産(固定)

　退職給付引当金 6,504千円

　役員退職給与引当金 23,776千円

　減価償却超過額 71,790千円

　その他有価証券評価差額金 19,231千円

　関係会社投資損失引当金 26,000千円

　その他 2,470千円

繰延税金資産小計 149,772千円

　評価性引当額 △149,772千円

繰延税金資産合計 －千円

繰延税金負債(固定)

　その他有価証券評価差額金 991千円

　繰延税金負債合計 991千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.0％

　(調整)

　住民税均等割 0.3％

　繰延税金資産に対する評価性
　引当額等

△40.0％

　税効果会計適用後の法人税等
　の負担率

0.3％

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 40.0％

　(調整)

　住民税均等割 0.2％

  交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0％

　繰延税金資産に対する評価性
　引当額等

△41.4％

　税効果会計適用後の法人税等
　の負担率

△0.2％

 

　

(企業結合等関係)

　　　前事業年度(自平成18年７月１日　至平成19年６月30日)

該当事項はありません。

　

　　　当事業年度(自平成19年７月１日　至平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

項目

前事業年度
（自平成18年７月１日
　　至平成19年６月30日）

　

当事業年度
（自平成19年７月1日
　　 至平成20年６月30日）

　

１株当たり純資産額 50,520円55銭 28,464円08銭

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

13,023円21銭 △21,110円19銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式は存在す

るものの１株当たり当期純損失である

ため記載しておりません。

(注)　１株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

当事業年度
(自　平成19年７月１日
至　平成20年６月30日)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

　当期純利益又は
　当期純損失(△)(千円)

635,941 △1,285,908

　普通株主に帰属しない金額
　(千円)

－ －

　普通株式に係る当期純利益
　又は当期純損失(△)(千円)

635,941 △1,285,908

　普通株式の期中平均株式数
　(株)

48,831.38 60,914.13

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

　当期純利益調整額(千円) － －

　普通株式増加数(株)
　（うち新株予約権方式による
　ストックオプション　(株)）

　
－
(－)

　
－
(－)

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり当期純利

益の算定に含めなかった潜在株

式の概要

旧商法第280条ノ20ならびに商法第

280条ノ21の規定に基づく新株予約

権　206株

平成15年9月26日

株主総会特別決議

旧商法第280条ノ20ならびに商法第

280条ノ21の規定に基づく新株予約

権　208株

平成16年12月10日

株主総会特別決議

旧商法第280条ノ20ならびに商法第

280条ノ21の規定に基づく新株予約

権　162株 

平成16年12月10日 

株主総会特別決議

第６回新株予約権　24,190個

平成19年12月26日

取締役会決議

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

(投資有価証券)

　(その他有価証券)

    ㈱ベスト電器 200,000 124,600 

㈱ツーウェイシステム 150 82,500

㈱京都放送 1,400 50,000

日本ＢＳ放送㈱ 10,000 45,000 

スターキャットケーブル
    ネットワーク㈱

360 30,240 

トヨタ自動車㈱ 1,500 7,515 

トランコム㈱ 2,900 4,625 

㈱エルタナ 200 2,000 

新日本製鐵㈱ 2,000 1,150 

東京放送㈱ 500 1,007 

㈱モール・オブ・ティーヴィー 200 0

計 219,210 348,638

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円)

(有価証券)

　(その他有価証券)

　 ＭＭＦ 10,038,199 10,038

(投資有価証券)

　(その他有価証券)

〔証券投資信託の受益証券〕

　エブリワン 7,000 78,456

　海外国際ファンド 24,368,670 29,739

　日興中小型グロースファンド 19,389,239 13,518 

　日興ＤＷＳ(ライジングトゥモロ
  ー)

9,257,198 11,448

  大和Ｊ－ＲＥＩＴオープン 6,759,365 7,675 

　底力 6,716,517 6,744

計 66,497,989 147,584

〔投資事業有限責任組合出資〕

  ジャフコジー九（エー）号
  投資事業有限責任組合

1 53,222

合計 76,536,189 210,842
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額(千円)

当期償却額
(千円)

差引当期末
残高
(千円)

有形固定資産

　建物 2,249 30,713－ 32,963 5,656 5,309 27,306

　車両運搬具 15,77111,28314,05912,996 2,843 3,905 10,153

　工具器具備品 17,87352,136－ 70,010 17,74616,31352,263

有形固定資産計 35,89594,13414,059115,97026,24725,52789,723

無形固定資産

　ソフトウェア 17,55038,430－ 55,980 7,909 6,121 48,070

無形固定資産計 17,55038,430－ 55,980 7,909 6,121 48,070

(注) １　建物で当期増加額の主なものは次のとおりであります。

　　本社移転に伴う設備一式　　　　　　　　　　　　　　　　　30,713千円

　　工具器具備品で当期増加額の主なものは次のとおりであります。

基幹システムプログレスのリプレースに伴うシステム一式　　41,770千円

　　ソフトウェアで当期増加額の主なものは次のとおりであります。

基幹システムプログレスのリプレースに伴うソフト一式　　　37,430千円

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用)
(千円)

当期減少額
(その他)
(千円)

当期末残高
(千円)

貸倒引当金 2,394 39,000 694 900 39,800

関係会社投資損失
引 　　当     金

－ 65,000 － － 65,000

賞与引当金 6,750 3,910 6,750 － 3,910

役員賞与引当金 30,000 － 30,000 － －

本社移転損失引当金 8,000 － 8,000 － －

役員退職給与引当金 66,760 － 7,320 － 59,440

(注)　貸倒引当金の当期減少額（その他）は一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

イ　現金及び預金

　

区分 金額(千円)

現金 1,133

預金の種類

当座預金 6,782

普通預金 1,206,298

定期預金 230,000

別段預金 1,985

計 1,445,066

合計 1,446,199

　

ロ　受取手形

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

イオン株式会社 67,055

株式会社ベルーナ 12,779

昭和貿易株式会社 7,880

株式会社ニッセン 5,357

株式会社ジェイオーディ 1,000

合計 94,072

　

(ロ)期日別内訳

　

期日別 金額(千円)

平成20年７月満期 49,837

　 〃 　８月 〃 36,423

　 〃 　９月 〃 2,453

　 〃 　11月 〃 5,357

合計 94,072
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ハ　売掛金

(イ)相手先別内訳

　

相手先 金額(千円)

イオン株式会社 64,043

株式会社スマートリンク 61,175

トランコム株式会社 48,617

太田物産株式会社 19,514

株式会社ＱＶＣ 18,734

株式会社ニッセン 14,493

その他 145,404

合計 371,983

　

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　

期首残高(千円)

(Ａ)

当期発生高(千円)

(Ｂ)

当期回収高(千円)

(Ｃ)

期末残高(千円)

(Ｄ)

回収率(％)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
366

753,284 8,231,5018,612,802 371,983 95.86 25.02

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれております。

　

ニ　商品

　

品目 金額(千円)

運動・健康 202,497

家電 15,184

美容 117,433

日用雑貨 54,477

ホビー 30,344

その他 32,527

合計 452,465

　

ホ　貯蔵品

　

品目 金額(千円)

テープ 4,528

その他消耗品 1,044

合計 5,573
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ヘ　短期貸付金

　

区分 金額(千円)

株式会社パルマファイナンシャルサービシーズ 940,000

合計 940,000

　

ｂ　負債の部

イ　買掛金

　

相手先 金額(千円)

株式会社トゥルースマイル 75,571

フェビオン株式会社 18,325

株式会社ミシャジャパン 17,263

株式会社アンプレッション 16,582

株式会社ＢＭＧジャパン 15,908

株式会社ショウカンパニー 14,354

その他 131,409

合計 289,415

　

ロ　短期借入金

　

区分 金額(千円)

株式会社十六銀行 500,000

株式会社みずほ銀行 500,000

株式会社中京銀行 200,000

合計 1,200,000

　

ハ　未払金

　

区分 金額(千円)

電波料 323,334

販売促進費 85,740

広告宣伝費 53,634

その他 109,754

合計 572,464

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

株券の種類 １株券及び10株券

剰余金の配当の基準日 12月31日、６月30日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　名義書換手数料 無料

　　新券交付手数料 無料

端株の買取り

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　全国各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法
電子公告の方法により行います。ただし、やむを得ない事由により電子公告をすること
ができない場合には、日本経済新聞に掲載します。
公告掲載URL　http://www.prime-network.co.jp/

株主に対する特典 該当事項なし

(注)　当社は、旧商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。

また、当社定款の定めにより、端株主は利益配当金及び旧商法第293条ノ５の規定による金銭の分配(以下「中間

配当」という)を受ける権利並びに新株、転換社債及び新株引受権付社債の引受権を有しております。

なお、端株主の利益配当金及び中間配当に関する基準日は上記のとおりであります。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)
有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第12期)

自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日

平成19年９月28日
東海財務局長に提出

(2) 有価証券報告書の訂正報告書

訂正報告書(上記(1)の有価証券報告書に係る訂正報告書）を平成19年12月21日東海財務局長に提出

(3) 有価証券届出書及び添付書類

平成19年12月26日東海財務局長に提出

新規発行新株予約権証券の募集に当たり提出するものであります。

(4) 有価証券届出書及び添付書類

平成19年12月26日東海財務局長に提出

第三者割当による新株式の発行に当たり提出するものであります。

(5) 有価証券届出書の訂正届出書

訂正報告書(上記(3)の有価証券届出書に係る訂正届出書)を平成19年12月27日東海財務局長に提出

(6) 有価証券届出書の訂正届出書

訂正報告書(上記(4)の有価証券届出書に係る訂正届出書)を平成19年12月27日東海財務局長に提出

(7) 臨時報告書

平成20年１月11日東海財務局長に提出

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に

基づき提出するものであります。

(8) 
　

半期報告書
　

事業年度
(第13期中)

自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日

平成20年３月27日
東海財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年９月26日

株式会社プライム

取締役会　御中

フロンティア監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　藤　　井　　幸　　雄　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　橋　　口　　貢　　一　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社プライムの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結

附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社プライム及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

追記情報

1.　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当連結会

計年度より制作費支出の会計処理を変更している。

2.　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当連結会

計年度より役員賞与に関する会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成

している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年９月26日

株式会社プライム

取締役会　御中

フロンティア監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　藤　　井　　幸　　雄　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　本　　郷　　大　　輔　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社プライムの平成19年７月１日から平成20年６月30日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算

書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社プライム及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているもの

と認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成19年９月26日

株式会社プライム

取締役会　御中

フロンティア監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　藤　　井　　幸　　雄　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　橋　　口　　貢　　一　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社プライムの平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第12期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社プライムの平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

1.　「会計処理の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より制作費支出の会計処理を変更して

いる。

2.　「会計処理の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より役員賞与に関する会計基準を適用

しているため、当該会計基準により財務諸表を作成している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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独立監査人の監査報告書

　

平成20年９月26日

株式会社プライム

取締役会　御中

フロンティア監査法人

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　藤　　井　　幸　　雄　　㊞

　

代表社員
業務執行社員

公認会計士　　本　　郷　　大　　輔　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社プライムの平成19年７月１日から平成20年６月30日までの第13期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社プライムの平成20年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 ※　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保

管しております。
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